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量子コンピューティングの概要
と動向

1. 量子ビットの特徴

古典コンピューティングの中では数値は
0と1の2進数（古典ビット）で表現され
ている。現実には回路内端子における電
圧の高低で表現され、プログラムは、電
子回路にビット操作を実行させる手順で
ある。量子コンピューティングにおいて
もプログラム実行のためにビット操作を
用いることになるが、ここで使用する
ビットは量子ビットと呼ばれ、古典ビッ
トとは違う性質を持つ。量子ビットは、
0と1といったような数値ではなく、物理
的実体のある状態のことを指す。例え
ば、電子が右回りしている状態、左回り
している状態、等である。このような量
子ビットの特徴として重要なものを3つ
説明する。

まず一つ目は「重ね合わせの原理」と呼
ばれるものである。右回りの状態と、左
回りの状態をそれぞれ|0>と|1>と表現す
る（数値としての0と1との違いを表して
いる）場合、それらを重ね合わせた状態
a|0>+b|1>も量子ビットとして実現され
る。ここで、aとbはどれだけその状態が
混ざっているかを表す量である。実際に
この状態を観測すると、|0>もしくは|1>

の状態が見えて、決して重ね合わさった
状態というものを見ることは出来ない。
観測という行為自体が重ね合わせの状態
を壊し、aやbに相関する確率と観測方法
によってどちらかの状態に収縮してしまう。

二つ目の特徴は「エンタングルメント
（量子もつれ）」と呼ばれるものであ
る。2つの量子ビットにおいて、「他方
を観察し状態|0>なら他方は必ず|1>にな
る。あるいはその逆」という互いに相関
を持つ状態を作り出すことができ、それ
をエンタングルメントしていると呼ぶ。

情報伝達はどんなに早くても光速を超え
ることは出来ないはずなのに、量子ビッ
ト間で瞬時に情報が伝わっていることを
意味するこの不気味な矛盾はEPRパラ
ドックスと呼ばれ議論が重ねられてき
た。また、エンタングルメントした状態
は容易にほぐすことも可能である。

三つ目の特徴は、「クローニングの不可
能性」である。古典的には、端子の電圧
を読むことで情報を覗き見することが可
能であるが、量子ビットの場合、覗き見
という観測行為自体が重ね合わせの状態
を壊すので、観測前の情報を盗む（複製
する）ことは不可能である。一方で、送
り手側ですら情報を読み取れないので情
報伝達に困難がある。これは、エンタン
グルメントの性質を活用すると送り手が
情報を読み取らずに受け手側に情報伝達
をすることが可能となることが知られて
いる。方法の説明は割愛するが、これを
量子テレポーテーションと呼ぶ。

2. 量子コンピューティングの仕組み

量子コンピューティングの仕組みの本質
は以下の手順で示される。1）量子ビッ
トを用意する。2）各量子ビットの状態
全体に対し、重ね合わせの原理を利用し
状態組み合わせ全パターンを並列計算す
る。3）目的とする結果のみを抽出する。

量子コンピューティングはその高い並列
計算能力が利点となる。現実には、この
基本の上に、エンタングルメントや量子
干渉といった量子力学的性質や、論理
ゲートの組み合わせを設計することで、
効率的なアルゴリズムを設計することが
必要となる。例えば、ショアの素因数分
解アルゴリズムが有名である。これは、
対象Nの素因数分解実行に際してN³回程
度の手順で解くことができ、Nが大きく
なればなるほど古典コンピュータよりも
遥かに手順が少なくなる。

3. 実現方式と動向

古典コンピュータで用いられるビットや
ゲートを量子ビットや量子ゲートに置き
換えた汎用的な「量子ゲート方式」と、
計算量が莫大で古典コンピュータが苦手
とする組み合わせ最適化問題に特化した
「量子アニーリング方式／イジングマシ
ン」の2方式に大別される。

量子ゲート方式は汎用型であるが課題に
対する量子アルゴリズムの設計が必要な
こと、量子ビット数が現状数十ビット程
度で、実用化やスケールは当面先になる
見込みだ。Google/Microsoft/IBMと
いった企業がしのぎを削り基礎研究が日
進月歩している。

一方で、量子アニーリング方式／イジン
グマシンは、最適化問題に特化してアル
ゴリズムも設計されており、現状2,000

を超える量子ビット数を実現しており、
既に実用化に向けた実証実験も各企業で
始まっている。

キューピー社は、惣菜工場で働く従業員
のシフト最適化に量子コンピュータを活
用する実証実験を実施。企業、勤怠管理
者、勤務者、それぞれの制約を条件に最
適化し、従来30分かかっていたシフト
表作成を1秒で品質遜色なく実現できて
いる。

フォルクスワーゲン社は、北京のタク
シー418台から収集したデータを使用
し、市内中心部と北京空港間の交通の流
れを最適化することに成功。交通渋滞が
始まる前にそれを防ぐナビソフトとして
汎用化が期待される。

金融サービスへの影響と取組み

1. 想定されるユースケース

並列計算能力を活かす為計算量が必要と
される領域、最適化問題のように既に商
用化段階まで来ている課題領域、厳密解
よりも確率的な結果が重要な領域（AI高
度化にも適用可能）、の3領域が現時点

で有用である。金融機関にあてはめる
と、図表2のようなユースケースが該当
すると想定できる。

2. BBVAにおける取組み

スペインに本社を置くBBVAは、弊社が
タッグを組み量子コンピューティングの
価値検証及び実用化に向けた実証実験を
4ユースケースを対象として実施している。

① 投資ポートフォリオ最適化
商品、市場、顧客のリスク選好等の情報
をインプットに、顧客の投資ポートフォ
リオを最適化し、リターンをより大きく
することに成功。静的な分析だけでな
く、長期的なリスクや売買回数等も含め
動的な分析も実施。特に、変数が100を
超える程度で従来を凌駕するパフォーマ
ンスが認められている。

② 信用評価モデル高度化
既存のモデルに比してより多種多数の変
数を利用することを想定し、量子コン
ピューティングを用いた新しいアルゴリ
ズム開発に取り組んでいる。

③ 裁定取引プロセス高度化
取引通貨種が増えるにつれ難しくなる取

引アルゴリズムの新規構築に取り組んで
いる。取引通貨が10種を超える程度で
従来を超えるパフォーマンスが認められ
ている。

④ デリバティブ価格算定
デリバティブ価格算定は他商品の価格に
も依存する複雑なものであり、計算コス
トも大きい。現在使われているモンテカ
ルロシミュレーションに量子コンピュー
ティングのアルゴリズムを適用すること
でパフォーマンスの改善が出来ないかに
取り組んでいる。

今後の検討に向けて

1. エコシステムの形成

量子コンピューティングは、様々な実証
実験でポジティブな結果が出始めてきて
いる。技術改善やアルゴリズム開発がな
されていくことで実用化も数年のうちに
実現されていくだろう。それに向け、各
事業会社も自社活用余地の検討に本腰を
入れる必要がある。検討を進めていくに
あたっては、各要素のプロフェッショナ
ルを組入れながらエコシステムとして検
討を進めるべきである。図表3にモデル
エコシステムを示す。ユーザーコンサル

ティングと各プレイヤーをオーケスト
レートする「イネイブラー」、成功の肝
となる量子アルゴリズム設計に知見を有
する「量子情報エキスパート」、ハード
ウェアを提供する「プロバイダー」、不
足する要素技術や知見を提供する「研究
機関／スタートアップ」、そして各プレ
イヤーを巻き込んで様々な課題に共同で
取り組む「コンソーシアム」。実際に、
BBVA社の実証実験においても、このエ
コシステムを形成し知見を結集しながら
実証を推進している。

2. 発展の方向性

図表2にあげたユースケースは、あくま
でも既存パフォーマンスの向上という観
点であり、量子コンピューティングによ
る新規機会の創出が含まれていない。新
たな市場創造や、それに対するビジネス
モデルのデザインに挑戦し、実現してい
くことが今後パラダイムシフトを起こす
最も重要なミッションであると考える。
同時に、量子コンピューティングの基礎
研究が進むことを横目で見ながら、ビジ
ネスサイドから発展すべき方向の要請を
そこにぶつけていくことも積極的に行う
べきである。

CX/DX経営はいずれ頭打ちに

金融機関の外部環境は厳しい。少子高齢
化によるマーケット縮小やテクノロジー
進展による金融機関の水平分業化とス
タートアップや異業種の参入により本業
が脅かされている。そういった状況の
中、金融機関は生き残りをかけ、オペ
レーション・ITのDX推進やそれを支え
る人・組織の変革を進め、顧客接点の変
革であるCXにも注目して投資を行って
きた。

ところが、CXの基本となる優れたUI

は、今日では当たり前に実装され、その
価値自体が停滞し始めている。例えば、
銀行では店舗を持たなくても、顧客がス
マートフォン上で口座開設や住宅ローン
の申込など、利用者が最小限のクリック
操作で簡潔に申込を済ませることが当た
り前化し、これだけでは、差別化できず
顧客から選ばれ続けるのは難しくなって
きている。

「ひと」の課題を解決するBX企業

我々の調査では組織全体で優れた体験創
出に注力するBXの先進企業はCX指向の
企業と比べ、前年同期比の収益が6倍以
上高いことが分かっている。例えば、
AmazonやAppleは、代表的なBXの先進
企業であり、グローバルではこの取組み
が加速している。

顧客から選ばれ成長し続ける企業を目指
していくためには、CX/DXの取組みだけ
でなく、BX先進企業のようにパーパス
（存在価値）に立ち返って、社会に明示
していくことが求められる。それは、ブ
ランドビジョンとして、人々の生活の質
を向上させることへのコミットメントこ
そが、事業成長に重要な役割を示すから
であり、これを理解することが、BXア
プローチの基本となる。

国内金融機関においては、図表1のとお
り、これまでCX/DXが主たるテーマで
あった。もちろん、それぞれの取組みで
一定の効果が得られたものの、顧客に選
ばれ続け、永続的に成長し続けられる仕
組みに必ずしも貢献ができていないのが
現状である。

一方で、BX先進企業は、パーパスを核
に 「 ひ と 」 の 課 題 を 解 決 す るB X ア プ
ローチを実践しており、顧客から選ばれ
続け、そのポジションを確固たるものと
することに成功している。

BX思考への転換　

～CEOの思考転換

経営幹部は、短期的な配置換えが多く、
1-2年の財務的目標で評価される。その
ため、長期視点での投資は決断しにく
く、現在の事業形態の中での効率性改善
に留まってしまいがちである。

 

エクスペリエンスを成長の起点に
～BX（ビジネス・オブ・エクスペリエンス）の実践

近年の顧客ニーズの多様化、さらに新型コロナウイルス感染症の拡大による
消費行動の大幅な変容を受け、事業モデルのドラスティックな転換、新たな
価値創造への取組みが業種問わず喫緊の経営課題となっている。

こうした時代の中で、本質的価値として掲げているのが「BX（ビジネス・オ
ブ・エクスペリエンス）」である。優れた顧客体験の構築・提供を軸にビジ
ネス全体を再構築するアプローチで、従来のCX（カスタマー・エクスペリエ
ンス）/DX（デジタル・トランスフォーメーション）の定義を超えた包括的
な取組みである。

実際に顧客や社会の課題を解決する企業こそがそのポジションを確固たるも
のとすることに成功しており、国内金融機関においても多くの企業がCX/DX
に取り組んでいるが、そのアプローチを転換するタイミングにある。

本稿では、金融機関が挑むべきBXについて考察したい。

高瀬　卓也

2011年入社
ビジネス コンサルティング本部
カスタマー＆セールス プラクティス
マネジング・ディレクター
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図表1  顧客から選ばれ続けるために

変化する顧客ニーズ

アクセンチュアが2018年・2020年に実
施した顧客意識調査（世界28か国の銀
行・保険サービス利用者を対象とした
サーベイ。本稿で参照する日本における
回答者数は両年とも約2,000人、性別は
男女比が概ね半々、年齢は18歳以上。以
下、「弊社調査」）から、顧客が重視す
る 要 素 の 変 化 を み て い き た い （ 図 表
1）。「Q1：銀行や保険会社と取引する
際に最も重要視する要素は何か？」とい
う質問に対し、2018年における上位3項
目（重視すると回答した上位3要素の合
計値ベース）は、「迅速な問題解決」・
「礼儀正しく知識豊富なスタッフ」・
「迅速かつ有効なサービス」だった。こ
れが2020年における上位3項目では、
「金額に見合う価値」・「競争力のある
価格設定」・「迅速かつ有効なサービ
ス」となる。2018年時点では営業職員
との対面を前提に、いかに自分の問題意
識に早く手を打ってくれるかが重視され

ているように見えるが、2020年時点で
は価値提供・金額など顧客にとっての
「実」を重視するようになってきたと読
み取れる。特に、「礼儀正しく知識豊富
なスタッフ」については2018年時点で
は2位にランクされていたのに対し、
2020年時点では7位にまで順位を落とし
ていることが特徴的となっている。この大
きな変化の背景のひとつには、COVID-19

による金融機関－顧客の接点の持ち方の
変化が挙げられる。COVID-19以前は対
面を前提として、顧客の問題意識・ニー
ズを聞き取ったうえで営業職員が課題解
決のソリューションを提案するという、
対面の場で完結させる図式が多かったと
思われる。一方で、COVID-19以降は対
面営業に制約が出る中、顧客が自身の問
題意識・ニーズについてインターネット
上で調べたうえで金融機関とコンタクト
を取るといった行動が増えていると思わ
れる。このため、「人」ベースで繋がり
を持ち自社商品を紹介するといった図式

から顧客が様々な商品・サービスを事前
に比較したうえで金融機関に相談すると
いった図式への移行が加速し、「実」を
重視する項目が上位に上がってきている
ものと思われる。

顧客が「パーソナライズ」に求め
ること

2020年の弊社調査からは、顧客個人の
情報に基づいてそれぞれの顧客に合った
商品・サービスを提供する必要性も読み
とれる。その内容をみると、「Q2：良
いサービスを受けるために個人情報を共
有しても良いと思えるものは？」という
質問に対して、上位3項目は、「より早
く・より利用しやすいサービス」・「健
康状態・自動車運転時の行動・運動習慣
などに基づいた低価格化」・「事故によ
る怪我や損失を軽減するのに役立つよう
なパーソナライズされた情報の提供」と
なっている。特に後者2つの項目につい
ては、年齢が若い・収入が多い層ほど

ニーズが高いといった傾向が見られ、生
命保険会社が加入ニーズを持ち始める顧
客セグメントにより深くリーチするた
め、より高単価・高付加価値の商品・
サービスを提供するために重要な要素に
なると思われる。具体的にどういった
サービスを提供するかの検討は進めるべ
きではあるが、同時にいかにして顧客か
ら個人情報を取得するか（個人情報を共
有してもらえるか）についても重要な検
討事項となる。

保険業界における個人情報取得
の難所

しかしながら、保険業界、特に生命保険
業界における個人情報にはヘルスケア
データなどのセンシティブな情報が数多
く含まれる。顧客が個人情報の提供をた
めらう理由を2020年の弊社調査からみ
ると、「Q3：保険会社からより良いベ
ネフィットを受けるための個人情報提供
に躊躇する理由は何か？」という質問に

対して、上位3項目は「煩わしい（手間
がかかる）」・「保険料にどう影響する
のかが不明」・「関係ない（自分が欲し
ていない）情報が多く送られてくるかも
しれない」であった。保険会社が個人情
報を取得することで、①パーソナライズ
された商品・サービスの提供、②実績や
顧客フィードバックの分析、③より良い
形で顧客個人に沿った商品・サービスの
提供といった好循環を生み出すために
は、上記のような障壁を排除する必要が
ある。例えば、「煩わしい（手間がかか
る）」・「保険料にどう影響するのかが
不明」といった障壁に対しては企業とし
て顧客情報を共有するメリットを明確に
メッセージとして出す必要があり、メッ
セージの内容も「変化する顧客ニーズ」
の章で述べた通り、提供価値や価格と
いった「実」の部分にどう反映されるの
かをわかりやすく打ち出し、「手間をかけ
てでも自分の情報を共有したい」といっ
たインセンティブ付けをする必要がある。

「パーソナライズ」の進展が生命
保険業界のビジネス構造に与え
得る影響仮説

国内生命保険業界（特に医療分野）にお
いては、商品・サービスによる提供価値
の範囲を「治療・保障」に重点軸を置い
たものから「日常・予防」や「予後・介
護」にまで広げる議論が進みつつある。
顧客情報を基にしたパーソナライズが進
展すると、こうしたサービスもより高度
化するものと思われるが、パーソナライ
ズが進展した後に、生命保険業界のビジ
ネス構造にどういった影響が出るかを示
したい（図表2）。なお、この議論の前
提として、「健康・疾病に係るリスクの
変化」・「ヘルスケアデータの増加」・
「AI等のテクノロジー・デジタル活用の
推進」・「医療技術の進化」・「世帯動
向の変化」といったヘルスケアトレンド
の変化が進展する中長期的な将来を見据
えることが必要となる。

～リスクの細化

ヘ ル ス ケ ア デ ー タ の 増 加 や テ ク ノ ロ
ジー・デジタル活用の進展により、生命
保険会社が顧客のリスクを詳細に知るこ
とができると同時に、顧客も自身のリス
クについて詳細に知ることができるよう
になる。このため、いわゆる低リスク層
の顧客は死亡保障を除き保険加入インセ
ンティブが減少し、高リスク層のみが保
険加入することにより、従来の大数の法
則が崩れる可能性がある。

また、個人の健康リスクが詳細に把握で
きることにより、あらゆる事態に備えた
入院給付といった保障ではなく、個別疾
患を個々に保障するといったニーズが顕
在化する可能性がある。

このため、従来の利益構造が変化し保障
以外での利益源泉を創出する必要が出て

くることに加え、顧客それぞれの細分化
されたリスクに応じた商品・サービスを
AI等のテクノロジーを活用してわかりや
すく顧客に伝える必要が生じるのではな
いだろうか。

～バリューチェーンの拡大

生命保険会社のバリューチェーンは、従
来軸足を置いてきている「保障」に加
え、健康状態など顧客の個別情報をベー
スとした「リスク判定」・「リスク抑
制」・「アフターケア」といった領域に
広がることが想定される。一方で、現在
のヘルスケア業界でカバーしている部分
も多いため、競合が生保業界のみならず
ヘルスケア業界全般に広がる可能性があ
る。このため、生保会社として一気通貫
の独自経済圏を作る、既存プレイヤーと
協業するといった、バリューチェーンの
広げ方を検討する必要がある。

また、前述のように低リスク層はそもそ
も保険加入のニーズが低いため、保障商
品を購入するインセンティブが無くなる
可能性がある。このため、この層に対し
ては、保障商品ではなく川上・川下での
ヘルスケアサービスのみでマネタイズす
る構造を作り出すことも視野に入れざる
を得ない可能性がある。

おわりに

顧客ニーズの変化・ヘルスケアトレンド
の変化など、生保業界を取り巻く変数が
増えてきている。こうした中、そもそも
のビジネス構造を抜本的に変革する「英
断」が求められる日も遠くない将来なの
ではないだろうか。

財務的な目標だけでなく、社会価値を念
頭に置いた自社のパーパスの体現とイノ
ベーションを重視し、社会・顧客課題を
解決することにフォーカスしなければな
らない。

～マーケティングの思考転換

商品・サービス、または企業の魅力的な
ブランドイメージを作り上げ、顧客へ一
方的に発信する。これらは、マス広告が
中心で莫大な費用に対して売上でしか効
果を計測できない。

あらゆるタッチポイントで顧客情報を捕
捉・統合し分析するなど、「個」客の真
の欲求を理解し、体験を改善する仕組み
を構築するともに、その成果を計測し、
体験を高度化していくことが求められる。

～商品・サービス開発の思考転換

金融商品・サービスは、コモディティ化
が進み、それだけでは競争優位性を見出
すことが難しくなってきている。

金融サービスにフォーカスした体験だけ
でなく、顧客のニーズを俯瞰して捉え、
非金融との融合も模索しながら価値提供
を行うことが、差別化要素となる（相対
価値から絶対価値の提供へ）。

～オペレーションの思考転換

部門ごとにDXを進めた結果、個別最適
化されたオペレーションが構築され、
チャネルごとに顧客の体験が異なってし
まうなど、顧客との繋がりを阻害している。

顧客体験を起点に部門横断でオペレー
ションをゼロベースで設計することで、
顧客の要望に企業が迅速に対応できる状
態を整えていく必要がある。

～テクノロジー/データの思考転換

金融機関は、大規模なシステム刷新のた
め、プロジェクトが長期化し、マーケッ
ト変化や顧客ニーズにタイムリーに合わ
せられていない。また、クラウドや最先

端技術を部分的に導入することに躍起に
なり、手段が目的化しがちのところも多い。

既存事業を維持していくための基幹シス
テムを大々的に刷新するよりも、一定の
割切りのもとクラウドソースを活用して
投資を抑制し、今後、主戦場となってく
るデジタルビジネス向けに、業際横断型
のイノベーションを断続的に行える、ア
ジリティあるITアーキテクチャーの構築
が必要である。また、真の「個」客理解
のために、データを社内外から収集・統
合・分析を行える基盤も構築していかな
ければならない。

～人・組織に対する思考転換

企業として業務効率化やコスト最適化を
追求していくと、組織のあり方の必然と
して、機能ごとのサイロ化に向かうこと
になる。一方で、こうした効率性重視の
20世紀型組織からは優れたエクスペリ
エンスは生まれない。

顧客接点の最適化から、パーパス（存在価値）を核に「ひと」のニーズを解決

顧客接点

業務

IT

人・組織

顧客接点の変革 顧客起点の包括的な取組み

パーパス
（存在価値）

企業目線

顧客顧客

顧客体験

顧客

SNS App Web 店舗 営業 CC

DX（Digital Transformation）
デジタル技術を活用し、業務・IT
の効率化と支える人・組織へ変革

CX（Customer Experience）
顧客接点を横断的に見直し、顧客
獲得や顧客のエンゲージメントに
焦点を当て顧客体験を変革

BX（Business of  Experience）
エクスペリエンスを主導にして、企業
のパーパス（存在価値）を再定義し、
それを中心にビジネスモデル、従業員
の体験、及びテクノロジーを活用し、
顧客にとって不可欠になることに集中

マーケティング

クラウド

ビッグデータ＆アナリティクス基盤

API基盤 アジャイル

商品開発

営業

基幹業務

カスタマ
ーサービス

先端技術
 （AI・IoT等）

CX
デザイナー

データサイ
エンティスト

デジタル専門子会社 デジタル専門組織

スクラム
マスター

AIエキス
パート

コーポレート
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図表2  BX思考への転換

変化する顧客ニーズ

アクセンチュアが2018年・2020年に実
施した顧客意識調査（世界28か国の銀
行・保険サービス利用者を対象とした
サーベイ。本稿で参照する日本における
回答者数は両年とも約2,000人、性別は
男女比が概ね半々、年齢は18歳以上。以
下、「弊社調査」）から、顧客が重視す
る 要 素 の 変 化 を み て い き た い （ 図 表
1）。「Q1：銀行や保険会社と取引する
際に最も重要視する要素は何か？」とい
う質問に対し、2018年における上位3項
目（重視すると回答した上位3要素の合
計値ベース）は、「迅速な問題解決」・
「礼儀正しく知識豊富なスタッフ」・
「迅速かつ有効なサービス」だった。こ
れが2020年における上位3項目では、
「金額に見合う価値」・「競争力のある
価格設定」・「迅速かつ有効なサービ
ス」となる。2018年時点では営業職員
との対面を前提に、いかに自分の問題意
識に早く手を打ってくれるかが重視され

ているように見えるが、2020年時点で
は価値提供・金額など顧客にとっての
「実」を重視するようになってきたと読
み取れる。特に、「礼儀正しく知識豊富
なスタッフ」については2018年時点で
は2位にランクされていたのに対し、
2020年時点では7位にまで順位を落とし
ていることが特徴的となっている。この大
きな変化の背景のひとつには、COVID-19

による金融機関－顧客の接点の持ち方の
変化が挙げられる。COVID-19以前は対
面を前提として、顧客の問題意識・ニー
ズを聞き取ったうえで営業職員が課題解
決のソリューションを提案するという、
対面の場で完結させる図式が多かったと
思われる。一方で、COVID-19以降は対
面営業に制約が出る中、顧客が自身の問
題意識・ニーズについてインターネット
上で調べたうえで金融機関とコンタクト
を取るといった行動が増えていると思わ
れる。このため、「人」ベースで繋がり
を持ち自社商品を紹介するといった図式

から顧客が様々な商品・サービスを事前
に比較したうえで金融機関に相談すると
いった図式への移行が加速し、「実」を
重視する項目が上位に上がってきている
ものと思われる。

顧客が「パーソナライズ」に求め
ること

2020年の弊社調査からは、顧客個人の
情報に基づいてそれぞれの顧客に合った
商品・サービスを提供する必要性も読み
とれる。その内容をみると、「Q2：良
いサービスを受けるために個人情報を共
有しても良いと思えるものは？」という
質問に対して、上位3項目は、「より早
く・より利用しやすいサービス」・「健
康状態・自動車運転時の行動・運動習慣
などに基づいた低価格化」・「事故によ
る怪我や損失を軽減するのに役立つよう
なパーソナライズされた情報の提供」と
なっている。特に後者2つの項目につい
ては、年齢が若い・収入が多い層ほど

ニーズが高いといった傾向が見られ、生
命保険会社が加入ニーズを持ち始める顧
客セグメントにより深くリーチするた
め、より高単価・高付加価値の商品・
サービスを提供するために重要な要素に
なると思われる。具体的にどういった
サービスを提供するかの検討は進めるべ
きではあるが、同時にいかにして顧客か
ら個人情報を取得するか（個人情報を共
有してもらえるか）についても重要な検
討事項となる。

保険業界における個人情報取得
の難所

しかしながら、保険業界、特に生命保険
業界における個人情報にはヘルスケア
データなどのセンシティブな情報が数多
く含まれる。顧客が個人情報の提供をた
めらう理由を2020年の弊社調査からみ
ると、「Q3：保険会社からより良いベ
ネフィットを受けるための個人情報提供
に躊躇する理由は何か？」という質問に

対して、上位3項目は「煩わしい（手間
がかかる）」・「保険料にどう影響する
のかが不明」・「関係ない（自分が欲し
ていない）情報が多く送られてくるかも
しれない」であった。保険会社が個人情
報を取得することで、①パーソナライズ
された商品・サービスの提供、②実績や
顧客フィードバックの分析、③より良い
形で顧客個人に沿った商品・サービスの
提供といった好循環を生み出すために
は、上記のような障壁を排除する必要が
ある。例えば、「煩わしい（手間がかか
る）」・「保険料にどう影響するのかが
不明」といった障壁に対しては企業とし
て顧客情報を共有するメリットを明確に
メッセージとして出す必要があり、メッ
セージの内容も「変化する顧客ニーズ」
の章で述べた通り、提供価値や価格と
いった「実」の部分にどう反映されるの
かをわかりやすく打ち出し、「手間をかけ
てでも自分の情報を共有したい」といっ
たインセンティブ付けをする必要がある。

「パーソナライズ」の進展が生命
保険業界のビジネス構造に与え
得る影響仮説

国内生命保険業界（特に医療分野）にお
いては、商品・サービスによる提供価値
の範囲を「治療・保障」に重点軸を置い
たものから「日常・予防」や「予後・介
護」にまで広げる議論が進みつつある。
顧客情報を基にしたパーソナライズが進
展すると、こうしたサービスもより高度
化するものと思われるが、パーソナライ
ズが進展した後に、生命保険業界のビジ
ネス構造にどういった影響が出るかを示
したい（図表2）。なお、この議論の前
提として、「健康・疾病に係るリスクの
変化」・「ヘルスケアデータの増加」・
「AI等のテクノロジー・デジタル活用の
推進」・「医療技術の進化」・「世帯動
向の変化」といったヘルスケアトレンド
の変化が進展する中長期的な将来を見据
えることが必要となる。

～リスクの細化

ヘ ル ス ケ ア デ ー タ の 増 加 や テ ク ノ ロ
ジー・デジタル活用の進展により、生命
保険会社が顧客のリスクを詳細に知るこ
とができると同時に、顧客も自身のリス
クについて詳細に知ることができるよう
になる。このため、いわゆる低リスク層
の顧客は死亡保障を除き保険加入インセ
ンティブが減少し、高リスク層のみが保
険加入することにより、従来の大数の法
則が崩れる可能性がある。

また、個人の健康リスクが詳細に把握で
きることにより、あらゆる事態に備えた
入院給付といった保障ではなく、個別疾
患を個々に保障するといったニーズが顕
在化する可能性がある。

このため、従来の利益構造が変化し保障
以外での利益源泉を創出する必要が出て

くることに加え、顧客それぞれの細分化
されたリスクに応じた商品・サービスを
AI等のテクノロジーを活用してわかりや
すく顧客に伝える必要が生じるのではな
いだろうか。

～バリューチェーンの拡大

生命保険会社のバリューチェーンは、従
来軸足を置いてきている「保障」に加
え、健康状態など顧客の個別情報をベー
スとした「リスク判定」・「リスク抑
制」・「アフターケア」といった領域に
広がることが想定される。一方で、現在
のヘルスケア業界でカバーしている部分
も多いため、競合が生保業界のみならず
ヘルスケア業界全般に広がる可能性があ
る。このため、生保会社として一気通貫
の独自経済圏を作る、既存プレイヤーと
協業するといった、バリューチェーンの
広げ方を検討する必要がある。

また、前述のように低リスク層はそもそ
も保険加入のニーズが低いため、保障商
品を購入するインセンティブが無くなる
可能性がある。このため、この層に対し
ては、保障商品ではなく川上・川下での
ヘルスケアサービスのみでマネタイズす
る構造を作り出すことも視野に入れざる
を得ない可能性がある。

おわりに

顧客ニーズの変化・ヘルスケアトレンド
の変化など、生保業界を取り巻く変数が
増えてきている。こうした中、そもそも
のビジネス構造を抜本的に変革する「英
断」が求められる日も遠くない将来なの
ではないだろうか。

これからは、顧客成果に焦点をあて、前
線の社員に権限を委譲し、顧客接点で柔
軟に連携できるような次世代型の組織構
造やガバナンスに変えていかなければな
らない。

BXアプローチの考察

自 動 車 保 険 の ビ ジ ネ ス を 例 にB X ア プ
ローチを考えてみる。自動車保険の価値
は、事故を起こした場合の補償である
が、そもそも顧客は事故に遭わないこと
を望んでいるし、もっと言えば、快適な
カーライフを望んでいる。

こういった顧客のニーズに応えていくた
めには、保険が提供できるサービスはそ
の体験の一部にしか過ぎないため、俯瞰
的に顧客を捉えて、保険会社の提供価値
を見直していかなければならない。

昨今、高齢者の事故が社会問題となって
いるが、仮にそういった社会価値を念頭
に“事故のない世界”に貢献することを保
険会社の新たなパーパスとして定義して
みるとどうだろうか。

顧客が事故を起こさなければ、保険料を
安くするといったモデルはよく見られる
が、もう一歩踏み込んで顧客の安全運転
をサポートするなど、事故に遭わないこ
とを提供価値にすることが考えられない
だろうか。

また、顧客が事故を起こさない対価に保
険料を安くするといった還元方法ではな
く、安全な街づくりへ還元するなど、社
会に還元することはできないだろうか。
そうすれば、顧客とともに“事故のない
世界”を共創するといった保険会社の新
しい提供価値・事業モデルへの転換が考
えられ、実際にそういうプレーヤーが出
てきている。

このように「ひと」の課題を起点にパー
パスを定義し直し、顧客の体験を俯瞰し
て捉えると、保険会社の従来のビジネス
モデルや自社サービスの提供範囲を拡張
していかなければならないことがわか
る。また、このサービスに適応したオペ
レーションやITも抜本的に変えていかな
ければならないし、それを支える人・組
織の変革も必要となってくることがわか
るだろう。

おわりに

これまで見てきたように、顧客に選ばれ
続けるBX企業へ転身するには、顧客の
変化を捉え、アジリティを持って応え続
ける経営が求められる。

本邦金融機関においても、将来的な成長
のために、金融サービスの枠を超え、エ
クスペリエンスを起点とした新たな価値
創造を行うBXアプローチを実践されたい。

BX思考従来型

収益の最大化

人々に商品が欲しいと思わせる仕掛けを作る

Run型に最適化された人事制度・サイロ化した組織

商品性・サービスの品質を高める

大量の業務プロセスを効率的に実践する
最新テクノロジーを活用する

CEO

マーケティング/
ブランディング

人・組織

商品・サービス

テクノロジー/
データ

営業

オペレーションサイロ化した個別組織ごとに運営効率を追求する

企業が売りたい商品にフォーカスする

パーパス（存在意義）と、
それを起点としたエクスペリエンスから利益を得る

真の「個」客理解と人々が実現したい体験を作る

Change型を重視する人事制度・カルチャー変革

顧客の継続的な体験に適応する商品・サービスを作る
（非金融との融合も模索）

デジタルビジネスを支える基盤を構築する
データを武器に優れたエクスペリエンスを実践する

顧客体験にフォーカスし、
組織横断で統合的なオペレーションを構築する

顧客の得たい成果にフォーカスする




